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研究成果の概要（和文）： 

日本の言語政策について明らかになった重要なことは以下の通り。①国内外で開催

される多国間会議での日本語使用の状況を把握し、その理由付けをする②孔子学院の

世界的展開や 2007 年のブッシュドクトリンの影響による海外大学での日本語学習者

と中国語学習者をはじめとする外国語学習者の増減を掌握する③国連安保理常任理事

国を目指す日本との関係から、日本語の国連公用語化についての識者の意見分布とそ

の意見の背景を掌握する 
 
研究成果の概要（英文）： 
The salient elements of Japan’s language policy that were clarified over the course 

of this project are as follows: First, the extent to which the Japanese language is 

used in multinational conferences held within and outside of Japan was confirmed. 

Second, bearing in mind the global expansion of China’s Confucius Institute 

program and the influence of the 2007 ”Bush Doctrine,” changes in the numbers of 

students enrolled in Japanese and Chinese language classes in universities abroad 

were verified and analyzed. Finally, the range of perspectives of persons 

well-versed in issues related to Japan’s quest to become a permanent member of 

the United Nations Security Council and efforts to make Japanese an official 

language of the United Nations were investigated and the contexts from which 

these positions arose analyzed. 
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1. 研究開始当初の背景 

情報の移動は、国境という枠組みを払

拭した。衛星放送や携帯電話がいい例だ

が、ボーダレス化した世界で強力なソフ

トパワーとなった英語は、世界中の情報

の表現様式や複数言語間の共通語になっ

たかのように感じる。他方、EU のよう

に、英語万能主義に従属せず、加盟国す

べての言語を公用語とし、膨大な経費と

時間と労力をかけても通訳と翻訳に割く

国々もある。CNNや BBCに対抗しよう

と、フランスがフランス語によるニュー

スチャンネルを設立したり、アラブ社会

がアラビア語による放送を行うなどもそ

の一環である。また中国が政府会見を中

国語だけで行なったり、ドイツがそのた

めの経費を負担しても、ドイツ語を国連

のセミドキュメントラングエッジに認め

させ、国連の決議事項をドイツ語でも記

録させるなど、これらは、広域性や話者

人口の多寡だけでは説明のつかない価値

を認めてのことである。 

ボーダレス化した国際社会での、英語

の広域性という機能は強力なソフトパワ

ーとなっている。他方でドイツのゲーテ

インスティテュートやフランスのアテネ

フランセなど、英語や英語圏の視点に対

抗した自国言語や自国文化を海外展開す

る国もある。中国の孔子学院による中国

語と中国視点からの文化論普及も同じで

ある。 

強力な英語化が進行する国際社会で中

国に追い越された日本は、日本人の思想

や文化を他国や他国民、そして日本に居

住する日本人や外国籍住民に日本語で伝

える重要性をどう説明し、尊重させよう

とするのか。国際社会における日本の言

語力を言語意識によって位置づける必要

がある。 

 
2．研究の目的 

 ボーダレス化した国際社会で、英語の

広域性という機能は強力なソフトパワー

となっている。他方でフランスの

France24 やアラブの al Jazeera のよう

に、CNNや BBCでの英語による視点に

対抗した国際放送を発信する国がある。

また、中国の孔子学院による中国語の普

及と中国の視点での文化論を世界展開す

る国もある。ドイツのゲーテインスティ

テュートやフランスのアテネフランセな

ども同じである。大国の言語力が錯綜す

る国際社会で、日本は日本語力をどのよ

うに海外展開すべきか。2012年 9月、国

連総会において中国は尖閣諸島（中国名

釣魚島）を「中国固有の領土」と中国語

で演説した。日本は答弁権を行使したが

日本語でなく英語だった。国連公用語の

問題がここに潜む。本研究は、日本の抱

える言語政策的課題について、日本の常

任理事国入りと国連公用語という基軸を

見据え、非英語圏の国々（フランスや中

国）の考えと比べながら実地調査で裏付

けた解決法を見出すことを目的とする。 

大国の言語力が錯綜する国際社会にあ

って、日本は、日本語力をどのように海



 

 

外展開させるべきか。日本が抱える言語

政策的課題について日本の常任理事国入

りや国連公用語という基軸を見据え、非

英語圏の国々（フランスや中国）の考え

と比べながら実地調査で裏付けた解決法

を見出す。 

 
3. 研究の方法 

日系アメリカ人の日本文学研究者およ

び孔子学院のアジア展開を実務にしてい

る中国人研究者の協力を得、下記調査を

実施した。 

日本人や日系人、アジア人が多く住む

米国カリフォルニア州とハワイ州で、日

本文化や日本語の拡大に携わる研究者お

よび実務担当者と面談した。また中国東

北部での聞き取りによる日本のソフトパ

ワーについての調査を実施。日本文化や

日本語教育に携わる教育者と面談、中国

東北部の大学で日本語や日本文化に携わ

る教員と日本のソフトパワーとソフトパ

ワー研究に対する意見を聴取した。 

○調査は面接による聞き取りとアン

ケートによるものとの併用にした。 

○調査に際し、米国人と中国人の日本

研究者を研究協力者として研究に

参加してもらった。 

○主要調査対象国を日本とアメリカ、

中国とし、これら３カ国以外に中国

（孔子学院）や日本（国際交流基金）

が言語教育の拡充をはかっている

国々での聞き取り調査を実施した。 

 

研究課題に対しての明確な結論が得ら

れるよう大きな３軸を立てて調査を

実施する。 

(1)日本の伝統文化およびポップカル

チャーを受け容れるための日本語の

受容状況とマンガやアニメ、テレビ

ゲーム等での日本語の使用状況調査 

(2)国内外における日本語教育の学習

者数と孔子学院および米国国家安全

言語保障イニシアティブ以降の推移

についての影響調査 

(3)国内外の多国間会議などで使用さ

れる日本語の使用実態および日本語

の国連公用語化についての意見調査 

 
４．研究成果 

調査では、日本の経済力と相関の関係

にある言語力について言い及んだ。多国

間会議の使用言語と記録文書の問題があ

った。とくに国連公用語と日本語の関係

は重要である。国連への日本の拠出金は

国連分担率の約 13%であり、いまだに世

界第２位（2012 年調）の分担金を負担し

ている。 

もともと日本は 1993 年以来、常任理事

国入りする準備のあることを表明してき

た経緯がある。国連安保理は、国連が決

定する世界の平和と安全へのもっとも大

きな権限を担い、その決定は加盟国すべ

てを拘束する。決定は、国連公用語（英

語、露語、仏語、中語、西語、アラビア

語）で確認でき、国連ウエッブサイトか

らほぼリアルタイムで情報を収集するこ

とができる。 

しかし日本は、国連拠出金が第 2 位、

かつ最多選出の非常任理事国でありなが

ら、国連の最重要決議事項を日本語で入

手することができない。一方、同じく常

任理事国入りを目指すドイツは、すでに

準国連公用語としての地位を担保してお

り、国連の重要文書をドイツ語で入手で

きる術を確保していた。 

2012 年 9月、国連総会で中国と日本が

執った言語行動の違いはこのことを鮮明

にした。中国は「尖閣諸島（中国名釣魚



 

 

島）を「中国固有の領土」と中国語で演

説し、答弁権を行使した日本は日本語で

なく英語だった。国連公用語についての

課題整理を早急にすべき基礎調査の意義

がここにあった。 

そのためになすべきこととして、調査

から以下の軸が日本の言語政策について

重要なことが明らかとなった。（１）国内

外で開催される多国間会議での日本語使

用の状況を把握し、その理由付けをする

こと（２）孔子学院の世界的展開や 2007

年のブッシュドクトリンの影響による海

外大学での日本語学習者と中国語学習者

をはじめとする外国語学習者の増減を掌

握すること（３）国連安保理常任理事国

を目指す日本との関係から、日本語の国

連公用語化についての識者の意見分布と

その意見の背景を掌握することであった。 
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